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ウッドマイルズ研究会 
 

活動名 木材に関する環境指標の普及および統合 

活動区分 国内の民間団体が行う国内環境保全活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 地球温暖化防止 

活動の背景 

森林の温室効果ガス吸収や木造建築の炭素固定を促進するためには、「森林～木材～家づくり」が連携し、木材

の適正な循環を創り出すことが重要な一課題である。林業・木材業の低迷や木材自給率の低さなど依然として多

くの課題がある中で、ウッドマイルズを始めとする木材に関する環境指標の連携・統合を視野に入れた普及活動

を通じて、各地の木材の適正な循環づくりに寄与する。 

 

活動概要 

「木材に関する環境指標の普及」及び「森林～木材～家づくりの連携」を主なテーマとした、フォーラム（関

東）、セミナー（関西）の開催を中心に、関係者の議論を深め関連情報を広く発信すると共に、自治体、事業者、

市民など、異なるアプローチによる先駆事例のケーススタディー調査を行い、実践手法の情報提供を行うことで、

各地の「森林～木材～家づくり」の連携による木材の適正な循環事例を増やす。 

期待される効果（目標と将来像） 

・  フォーラム、セミナーの開催を通じて、参加者及び関係者に対して、「木材に関する環境指標の普及」及び「森

林～木材～家づくりの連携」の重要性を周知できる。 

・  自治体、事業者、市民など、各々の立場からの取組事例を収集し発信することで、各地の新規事業や連携の

取組を増やすことに寄与できる。 

・  「森林～木材～家づくり」の連携による木材の適正な循環の重要性が、当活動を通じて幅広く周知されれば、

森林大国である我が国の各地域で実践できる、温暖化防止の主要な一手法となり得る。 

・   

助成1年目の実施内容 

「木材に関する環境指標の連携・統合」をテーマに、フォーラム（7月東京）、セミナー（9月京都）を開催し、

課題や可能性等を参加者を交えて議論した。当初計画では、一般向け（東京）、実務者向け（京都）という位置づ

けであったが、フォーラム（東京）開催時に、環境指標だけではなく木材の生産者と利用者の連携の必要性が議

論され、セミナー（京都）では、連携を促す「家づくり」を主なテーマにした結果、設計者や工務店といった木

材利用者の参加が増加した。 

また、木造建築の国際会議（6月宮崎）の環境セッションの場で発表し、当活動を周知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウッドマイルズフォーラム（東京）   ウッドマイルズセミナー（京都）      第10回木質構造国際会議（宮崎） 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

＜6/27 浜松町＞ 

「ウッドマイルズフォーラム2009～森林・木材・家づくり、持続可能な循環を目指して！」開催。 

森林、木材、家づくりに携わる３者による座談会、および活動事例報告という2部構成により開催。行政関係者、

森林・木材・建築関係者、学生、その他一般など、63名が参加。 

＜9/15、9/16 京都府＞ 

「ウッドマイルズセミナー2009～「環境」と「品質」の総合力による地域材普及戦略を考える」開催。 

品質、環境、普及戦略という３テーマの講演（初日）、および各地の事例報告＋意見交換会（2日目）という構成

により開催。行政関係者、森林・木材・建築関係者、学生、その他一般など、62名が参加。 

＜８月～２月＞ 

異なるアプローチによる５地域（北海道美幌町・下川町、東京、神奈川、茨城）のケーススタディー調査を行

い、ホームページを通じて実践手法の情報発信を行う予定。 

＜活動３年目＞ 

ケーススタディー調査事例を増やすと共に、事例を通じた木材の環境指標の連携・統合手法への提言をまとめ、

フォーラム・セミナー開催による議論も通じて、ホームページにて広く情報発信する。 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

2005～07 年度の３ヵ年では、「ウッドマイルズ」という新しい環境指標の普及が主たる活動であったが、木材

に関する環境貢献の活動を実践していくためには、木材調達という一部分のウッドマイルズだけでは不十分であ

り、より広範囲な活動が必要であるという認識のもと、2008年度からは「森林から木材、建築といった一連の指

標や関係者の連携・統合」をテーマに掲げ活動している。昨年・今年のフォーラム、セミナー開催においては、

設計者・工務店といった木材利用者の参加が増加しており、活動領域の拡大にはある程度成功している。また、

建築分野に拡大したことで、「建築用材の品質」、「省エネ住宅」、「長寿命」という、森林・木材の分野だけでは解

決できない新たな課題の抽出や議論も展開出来ている。 

 

[反省・課題]  

昨年・今年のフォーラム、セミナー開催において共通の課題は、縦割行政関係者の連携である。森林、木材、

建築、一般といった民間レベルでは、各々の関係者の参加が実現しているが、行政関係者は依然として森林木材

分野がほとんどで、建築行政関係者の参加や賛同を獲得出来ていない。低迷する関連業種の行政への依存度も高

く、「森林～木材～家づくり」という木材の適正な循環を実現する上で、実務を管轄する各行政の連携は欠かせな

い。特に現在は「地域材活用」の意義を建築行政に周知し、少なくとも議論や活動の場に参加してもらい、連携

が始められる方法を模索中である。 

 

[今後の展望]  

今後は、先駆地域（活動）のケーススタディー調査を中心に、事例や手法の収集に努め、次年度の提言に向け

て準備を進めると共に、関係者の拡大・連携に努めていきたい。 
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（特定）FoE Japan 
 

活動名 温暖化対策のための途上国支援と資金メカニズムに関する調査・提言活動 

活動区分 国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 調査研究 

活動分野 地球温暖化防止 

活動の背景 

次期枠組み合意に向けた国連気候交渉において、途上国における温暖化対策とその支援のための資金メカニズ

ムの在り方が注目されている。一方で、すでに国際金融機関、二国間金融機関・援助機関において、いくつもの

基金が創設され、事業が始まっている。これらの制度や事業は、途上国の持続可能な発展へ貢献し、地球規模の

地球温暖化防止を達成できるものでなければならない。従って、途上国および市民社会の参加と公正な合意プロ

セスを経た最も信頼のおける体制が求められている。また、事業実施においては、現地のニーズを適切に把握し、

また事業の影響を回避・最小化させることが重要である。 

 

活動概要 

(1) 国連交渉の下での資金メカニズム・途上国支援に関する交渉のモニター、提言活動の継続 

(2) コペンハーゲン会合に対する国際市民社会の意見の発信、メディア活動 

(3) 日本が実施、関与する二国間援助および国際金融機関を通じた制度枠組のモニター、パイロット事業等の調

査 

(4) 日本国内において、事業者、メディア、市民を対象に、コペンハーゲン会合の報告および次期枠組みに向け

た資金メカニズムと途上国支援に関するセミナーの開催 

 

期待される効果（目標と将来像） 

・ 国連交渉における資金メカニズムの最新情報と NGO からの提案がリアルタイムで伝わることにより、日本の

市民が問題と課題を認識でき、先進国としての責任を果たすための世論形成に貢献する。 

・ 多国間、二国間の途上国への温暖化対策支援の最新情報が分析、整理されることにより、対策の効果及び環

境・社会影響等の課題が明確化される。 

・ メディア活動や政策提言活動等を通じた市民からのプレッシャーにより、国連交渉、多国間、二国間の途上

国への温暖化対策の枠組みや基金、制度作りに市民社会の意見が反映される。 

・ 日本政府が国際市民社会、特に途上国のＮＧＯや住民からのメッセージおよび途上国の温暖化対策の実態や

課題を認識した上で国連交渉や多国間・二国間の途上国支援に臨むようになる。 

 

助成1年目の実施内容 

(1)国連の下での多国間の制度枠組の検討作業のモニターと政策研究、メディアへの情報発信、関係省庁に対する

政策提言活動(次期枠組みにおける資金メカニズム、森林減少対策) 

(2)日本が実施、関与する２国間援助および国際金融機関を通した制度枠組のモニターと実施機関に対する政策提

言活動(クールアース・パートナーシップ、世界銀行の気候変動投資基金) 

(3)途上国支援に関して先行的に実施されているパイロット事業等の調査(インドネシア森林減少対策パイロット

事業の現地調査、アジア・中南米のCDM調査) 

(4)途上国支援に関するパンフレットの発行 (「途上国における気候変動対策～責任ある支援とは？」） 

(5)途上国支援に関するシンポジウム「途上国における温暖化対策～責任ある支援とは？」を開催 

(6)国連ポズナニ会合の報告会を実施（他NGOと共同開催） 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

【国際気候交渉モニター、提言活動】 

・国連気候会合と補助機関会合等に参加し、途上国支援に関連する制度や基金に関する情報収集の継続と日本政

府代表団への提言活動を実施。 

・日本のメディアに国際市民社会の途上国支援や資金メカニズムに関する訴えを伝え、先進国による途上国支援

に対する評価を日本政府や日本の市民に向けて広く発信。 

【国際金融機関、二国間援助のモニター、調査、提言活動】 

・国際金融機関、日本の開発金融機関・援助機関の制度枠組みを継続モニタリング、必要に応じて実施機関へ

の提言活動を実施。 

・調査結果とコペンハーゲン会合の結果を受け、途上国の温暖化対策支援における効果や課題をまとめ、枠組

み作りや事業形成へのより具体的な提言を作成、日本政府、開発金融機関に周知。 

【国内に向けた情報発信・啓発】 

・ウェブサイト、セミナーを通じて調査、分析結果を発信。 

22 年度は、国連及び日本が関与する途上国での温暖化対策に関する追加調査と評価を実施し、1 年目、2 年

目の調査・活動結果と共に分析し、次期枠組みにおける資金メカニズムに応じた日本の途上国支援の在り方を

検討する。これまでの活動結果を元に、国連会合、政府への提言を含んだ印刷物を発行し、政府、市民社会の

理解を促進する。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

今年度に入ってからの国連交渉、各国政府の動向、また国際市民社会のムーブメントからも、資金メカニズム問

題は温暖化政策においてますます注目されており、その重要性と課題の認識が深まっていることを覗うことがで

きる。当事業は、歴史的な温室効果ガスの排出責任を持ち、途上国支援のための拠出国である日本の市民社会の

責任でもあると認識している。途上国の事業調査や途上国の市民社会から得られた途上国支援の課題や提案によ

り、交渉、政策、事業実施に対して説得力のある根拠を持った提言づくりを進めている。 

 

 [反省・課題]  

途上国のパイロット事業調査の調査地選定の際に、候補地の情勢や受け入れ先との調整に困難が生じ、調査地の

決定が当初の予定よりも遅れた。また、国連会合への参加に関しても、交渉の動向により、優先するべき会議を

変更したことから、当初の予定にあった参加人数、スケジュールに若干の変更が生じた。 

 

調査、提言内容が、政策レベルや、途上国の市民社会においては、その重要性が注目されている一方で、日本の

社会では温暖化問題として一般的に認識されていない分野であることから、市民社会における理解の促進方法に

課題が残る。 

 

[今後の展望] 

途上国におけるパイロット事業の調査も終え、国連交渉も架橋に入ってきたことから、これまでの調査、情報収

集を分析し、提言書を作成する。適切なタイミングで提言活動を実施する。同時に課題となっている市民社会の

理解、参加を促進するため、Webを通じてメッセージや解説等の情報発信を行う。また、 

当事業のためのボランティア募集や勉強会を開催して市民参加の場を提供する。 

来年度は、コペンハーゲン会合の結果と、これまでの活動成果をまとめ、市民社会に理解を広める活動を行う。
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（特定）｢環境・持続社会｣研究センター(JACS ES) 
 

活動名 
地球温暖化防止・緑の経済/雇用促進のための環境税財政改革・排出量取引制度を中心とする連

携促進・政策提言・啓発活動 

活動区分 国内の民間団体が行う国内環境保全活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 地球温暖化防止 

活動の背景 

米国では、州レベルで排出量取引制度導入が進展するとともに、オバマ大統領が国内排出量取引制度導入とグ

リーン・ニューディールを掲げ、温暖化防止と経済・雇用の両立を目指している。カナダでは、ケベック州やブ

リティッシュ・コロンビア州が温暖化防止のための環境税を導入。国レベルでもカナダ・フランス・中国・韓国

等で環境税導入検討が進展している。金融・経済危機が世界規模で深刻化する中、緑の経済・雇用促進の動きが

世界に広がりを見せ、各国が温暖化防止型の技術開発・市場拡大にしのぎを削る時代となっている。 

日本でも、排出量取引の国内統合市場の試行的実施が開始され、今後の制度発展のあり方が問われている。導

入・検討が進展する他国や都道府県（東京都等）、市区町村の制度との調整も急務となっている。道路特定財源改

革/自動車燃料税改革論議を機に、環境税導入検討も進展している。経済・雇用が悪化する状況で、環境保全/温

暖化防止型技術・産業を育成する財政出動と税制改革等への期待が膨らみ、環境面からの税財政改革をさらに進

める機運が高まっている。 

 

活動概要 

１）調査研究・提言レポート： 調査研究チームを結成。海外調査を実施。国内の経済界・政策担当者・有識者等

を招き研究会を開催。日本に適した政策案を含むレポートを作成・普及する。 

２）情報提供ツール：環境税財政改革・排出量取引の国内外の最新動向に関するメールマガジンを発行するとと

もに、日本語版及び英語版ウェブサイトにて情報発信を行う。 

３）政策担当者・マスメディア勉強会/意見交換会、セミナー、国際シンポジウム： 資料を作成し、政策担当者

向けの勉強会/意見交換会及びマスメディア向けの勉強会/意見交換会を開催。さらに、一般の参加も募り、

セミナー・国際シンポジウムを開催する。 

期待される効果（目標と将来像） 

１）最新の国内外の多角的情報を提供するとともに、各方面の意見を勘案した政策案を提示することにより、マ

スメディアの報道を促しつつ、経済界・NGOを含むステークホルダーの合理的判断・取組・連携を促進し、

自治体を含む政策担当者の政策構築を支援する。 

２）特に国会議員・諸官庁・自治体の迅速な取組を促し、効果的な政策の早期実現をはかる。 

  ・政策担当者（省庁･政党･自治体）の政策案･政策内容に当センターの政策案を反映させる。 

・国および自治体の政策の適正な調整・実現をはかる。 

（さらに、温室効果ガス大量排出国の中国･米国を含む他国の政策活性化を促し、排出削減を推進する。） 

助成1年目の実施内容 

① 調査研究チームを結成し研究会を開催するとともに、国際動向を調査し、欧州（スウェーデン・デンマー

ク・ドイツ・英国等）現地調査を実施。日本に適合する政策案を含む提言レポートを作成・普及。 

② 環境税制改革及び排出量取引に関する国内外の最新動向を普及するメールマガジンを月１回の割合で発

行。また、日本版ウェブサイトにて国内外の動向、英語版ウェブサイトにて日本の状況を提示・発信。 

①、②の成果を活用し、資料及びプレスリリースを作成。政策担当者向け勉強会/意見交換会、マスメディア向

け勉強会を開催。また、一般の参加者も募り、シンポジウムを計3回開催（12月「環境税・道路特定財源・エネ

ルギー税制本音討論」、2月「温室効果ガス削減のための国内排出量取引・国内クレジット制度の役割を、企業事

例を通して考える」、3月「本質的で効果的な気候変動政策を求めて～欧州・日本の最新状況から、政策手法を考

える～」）。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

2009/4  以降、メールマガジン月１回発行。ウェブサイト逐次改訂。研究会適宜開催 

2009/11 政策担当者勉強会/意見交換会、マスメディア勉強会/意見交換会、セミナー開催（平成22年度税制改

正・予算に焦点） 

2009/12 COP15（デンマーク）参加/欧州調査 

2010/1  米国（特に、排出量取引制度の状況）・カナダ（特に、環境税の状況）調査 

2010/2  政策担当者勉強会/意見交換会、マスメディア勉強会/意見交換会開催、セミナー開催（排出量取引制度

に焦点） 

2010/3  提言レポート（要約版・詳細版も含む）完成 

政策担当者勉強会/意見交換会、マスメディア勉強会/意見交換会、国際シンポジウム開催（国・自治体

の地球温暖化政策の今後を展望） 

2010/4-2011/3（3年目） 海外向けの情報提供を強化し、他国（中国・米国等）の政策強化と国際的政策調整も

促進 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

情報提供ツール（メールマガジン・ウェブサイト）、イベント（政策担当者向け勉強会・マスメディア向け勉強

会・シンポジウム）に加え、政策担当者（与野党・諸官庁・地方自治体） ・企業/労働組合関係者・メディア（テ

レビ・新聞・雑誌・ラジオ等）等からの相談・報告・原稿執筆依頼等に応えることにより、情報・提言を効率的

に普及することができ、環境税制改革・国内排出量取引・関連施策等に関し、政策担当者、企業/労働組合、メデ

ィア、一般市民等における理解・議論・取り組み・連携進展を喚起できた。 

排出量取引に関し国内統合市場の試行的実施を開始することになるとともに、環境税制改革に関し平成21年度

税制改正大綱に「税制全体の抜本改革における税制グリーン化推進」「自動車重量税・取得税グリーン化」「道路

特定財源の税率の当面維持」等を盛り込むことができた。それらによって、企業・市民の温暖化防止の取り組み

を進展させる可能性が高まった。 

[反省・課題]  

・ 1年目は、メディア掲載は10回を超え（当初目標達成）、効率的に提言を広めることができたが、メールマガ

ジン購読者（約800名）、イベント参加者（約400名）は、当初目標には届かなかった。 

・ 国・自治体の政策担当者、企業/労働組合関係者等からの相談・報告依頼に応え、提言を効率的に広くインプ

ットできたが、さらなる提言内容の普及が課題。 

・ シンポジウムを「日経エコロジー」及び「持続可能な発展のための日本評議会（JCSD）」と連携・開催し（2

月）、企業関係者等の参加者の広がりを得ることができた。 

・ 欧州調査を通し、海外の政策担当者・NGO・研究者・企業関係者等との連携関係および海外動向フォローアッ

プ体制を強化できた。米国など他国との連携強化が課題。 

[今後の展望] 

・ 発足した新政権は、環境税の導入と自動車関連諸税の暫定税率の廃止を掲げている。現在の経済・雇用危機

に適合する（緑の経済・雇用促進に寄与する）環境税を含む税制改革提案を、政策担当者・企業・マスメデ

ィア等と協力・普及し、制度実現を推進することが課題である。 

・ 排出量取引は、国内統合市場の試行実施後に、いかなる制度を構築してゆくかが課題である。新政権は国内

排出量取引制度の導入および国際炭素市場への参加を表明している。国内外の政策担当者・企業・研究者・

NGO等と協力し、国内外（自治体を含む）の排出量取引の最新動向を踏まえ、日本の実情に適合した制度の進

展を図る。 

・ 海外調査により、環境税財政改革や国内排出量取引を含む気候変動政策全体をいかにデザインするかが課題

であることが明らかとなった。ポリシーミックスに関する研究・情報提供を強化し、その進展に貢献するこ

とも今後の課題である。 
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（特定）気候ネットワーク 
 

活動名 地球温暖化防止のための国際交渉への参加と削減目標の合意に向けた働きかけ 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 地球温暖化防止 

活動の背景 

 深刻化する地球温暖化問題に対して、気候変動枠組条約と京都議定書が世界の枠組み・対策基盤となってきた。

2007年12月に開催されたバリ会議（COP13/CMP3）の後、条約と議定書の2013年以降の枠組みについての交渉が

続けられていて、今年 12 月に開催されるコペンハーゲン会議（COP15/CMP5）で合意されることになっている。

COP15/CMP5 は京都で開催された COP3 と同等あるいはそれ以上に重要な会議として位置づけられる。ところが、

交渉内容は複雑であり、立場や意見の対立などもあり、交渉は難航することが予想される。EUをはじめ諸外国が

大幅削減のための制度づくりに向かっているが、国内では、制度づくりが十分に進まず、コペンハーゲン合意へ

の準備も十分にできているとは言えない状況である。また、国際交渉が非常に難解で、交渉の動向やコペンハー

ゲン合意の重要性に関する市民の理解も十分ではないという課題がある。 

 

活動概要 

1. 気候変動枠組条約・京都議定書関連の国際会議へ参加し、情報収集・提供、合意に向けた働きかけ等を行う。

2. 温暖化対策に関する情報収集・発信、調査研究を継続して行う。 

3. 国際交渉の入門冊子を作成して、国際交渉に関する基礎的な情報を市民へ提供する。 

4. 国際交渉基礎連続セミナーを開催し、市民の理解を広める。 

期待される効果（目標と将来像） 

 国際会議への参加によって、最新動向の把握・分析ができると同時に、状況を市民に幅広く伝えることができ

る。また、交渉の場で市民・NGOの意向を伝え、より望ましい交渉につながることが期待できる。 

 入門冊子の作成・配布によって、ますます難解になってきている国際交渉に関する情報をわかりやすく提供す

ることができる。連続基礎セミナー・報告会の開催により、幅広い情報と最新の動向を共有し、市民が国際交渉

に参加する重要性の理解と、適切な活動・行動に反映することができる。 

 全国規模のシンポジウムの開催により、最新動向の共有や専門的な議論をすることができ、NGO のみでなく各

セクターの理解が深まり、温暖化防止のための効果的な政策や活動につながる。 

 これらの活動によって、コペンハーゲン会議（COP15/CMP5）に向けた世論の盛り上げにつながり、交渉の進展

とコペンハーゲン合意に貢献できると考える。 

 

助成1年目の実施内容 

気候変動枠組条約・京都議定書の関連会議（特別作業部会、補助機関会合、ポズナニ会議：COP14/ CMP4）へ参

加した。国際的な動向や各国の温暖化対策・制度の把握等のため、セミナー・シンポジウムを計9回開催し、国

際会議の後に報告会を3回開催した。それぞれ30～100名程度の参加があった。11月には全国規模のシンポジウ

ムを京都で開催し、約500 名の参加があり、国際交渉に関する最新の動向共有と、温暖化対策に関する専門的な

議論を行うことができた。 

継続的な情報収集、調査研究を元に、リサーチペーパー「コペンハーゲン合意に向けた重要論点」（A4 版・50

ページ）を作成した。国際交渉の進展と温暖化対策の促進につながるよう、最新の情報や提言をメールやホーム

ページ、ニュースレター等で発信した。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

1 年目の成果を活かして、冊子「わかるコペンハーゲン会議」を作成し、気候ネットワーク会員、各地の地球

温暖化防止活動推進センター、地球温暖化防止活動推進員、自治体などに広く配布した。またこの冊子を使用し

た連続セミナーを京都で開催した。10月に福島・郡山でもセミナーを開催する予定。 

これまでの、気候変動枠組条約・京都議定書の関連会議（特別作業部会、補助機関会合）に参加した。さらに

コペンハーゲン会議（COP15/CMP5）に参加する予定。 

国際的な動向や各国の温暖化対策・制度の把握等のため、セミナー・シンポジウムを計3回開催した。11月に

は全国規模のシンポジウムを京都で開催し、コペンハーゲン会議に向けての盛り上げを図る。 

国際交渉の進展と温暖化対策の促進につながるよう、最新の情報や提言をメールやホームページ、ニュースレ

ター等で発信した。 

3 年目は、コペンハーゲン会議の結果を受けて、国内外の活動を展開する。会議の成果を伝え、各国の対策が

進むように働きかけ、普及啓発を進める。特に国内での政策導入、低炭素社会・経済づくりに焦点をあてて活動

する。コペンハーゲンでの会議が延長された場合などは、引き続き国際的な活動を進め、国際的な枠組みの進展

に寄与する活動を行う。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

 国際会議への参加、冊子作成、基礎セミナーの開催など、ほぼ計画どおり実施してきている。主催したシンポ

ジウム・セミナーへの参加者も予想以上であり、冊子の希望者も多い。国内の中期目標発表、温暖化関連政策の

変更とあわさって、この温暖化防止活動への注目度も高く、タイミング良く適切な活動となっていると評価でき

る。助成活動と関連して、書籍「世界の地球温暖化対策」を発行するなど、気候ネットワークの他の活動との連

携、関連団体とのネットワークを活かした相乗効果も現れていると考える。 

 

[反省・課題]  

 シンポジウム・セミナーへの参加者や活動への協力者の増加もあるが、まだ十分に一般市民への情報提供・浸

透ができていない。関心を持っている人々は多くなっていると思われるので、専門的な内容をいかにわかりやす

く伝え、賛同・協力してもらえるかが重要な課題である。国際合意や国内対策の推進に向けて、より効果的な働

きかけを行うためにも、一層の一般市民の参加や支援を得ていくことが必要である。 

 

 

[今後の展望]  

9月の気候変動サミットで、削減目標を2020年までに25%という公約が出されたことで、コペンハーゲン会議

での合意に弾みがついたと言える。一方で、国内の政策等、課題も多く、合意の最終段階までの活動が重要であ

る。これまので活動を継続する形で、作成した冊子、セミナー・シンポジウムの開催等を通じて、可能な限り効

果があがるように活動を進めていきたい。 

来年度以降の活動は、コペンハーゲンでの結果にも大きく左右されるが、その結果を広く伝え、国際的な仕組

みの重要性を訴え、国内の対策を進め、地球温暖化防止に貢献していきたいと考えている。 
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財団法人 国際湖沼環境委員会(ILEC)   
 

活動名 湖沼流域環境管理から低炭素社会の実現を考えるための普及啓発活動 

活動区分 イ 国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 ｃ 国際会議 

活動分野 ｅ 地球温暖化防止 

活動の背景 

平成２０年度に実施した世界学生湖沼会議で、地球温暖化問題と湖沼環境問題を統合的に議論するなどの効果

もあり、両者の相互連関についての認識は徐々に高まりつつあるものの、両者の課題を連動させ、解決策を模索

するような、低炭素社会の実現に向けての具体的な取り組みの推進までには到っていない状況にある。 

このような状況を打破するためには、一部の専門家による議論だけでは不十分であり、多様な対立する意見が、

共通の土俵上で政策討議を行い、共通認識を見いだして具体的な政策形成に繋げていく必要がある。 

当該活動は、このための政策アリーナを各関係者のパートナーシップにより構築していこうとするものである。

活動概要 

平成２０年度に実施した世界学生湖沼会議「地球温暖化と湖沼流域ガバナンス」で得られた知見や成果を

基盤として、その推進力となった学生・専門家・市民等を中心とし、更にこの成果を発展、深化、拡大させ

ながら、湖沼流域環境管理から低炭素社会の実現を考えるための政策アリーナとして、中国の武漢で開催さ

れる第１３回世界湖沼会議において特別セッションを設け、学生・研究者・教育者・行政等、多種多様な関

係者を巻き込んで議論を行う。そして、その特別セッションで得た内容を踏まえて、国内で国際ワークショ

ップを開催することにより、国内外に低炭素社会の実現に取り組むための意識を広める。 

 

１．平成20年度に実施した世界学生湖沼会議に参加した国内外の学生をベースとして、国際湖沼環境委員会を中

心に特別セッションの実施に向け、体制の整備を行う。 

２．第１３回世界湖沼会議(平成２１年１１月、中国・武漢市で開催)において特別セッションを開催し、国際的

な議論を喚起する。 

３．世界湖沼会議で議論した内容を踏まえ、国際ワークショップを開催し(平成２１年１２月、滋賀県草津市で開

催予定)、国際的な議論の成果を国内外に普及還元する。 

 

期待される効果（目標と将来像） 

地球温暖化による気候変動や人間活動が、湖沼および流域環境に与える影響について、多様な関係者を巻き込

み保全策を探るとともに、その根本原因である人為起源の温室効果ガスの削減を視野に、低炭素社会の実現に向

けた基盤の整備に資することを目標とする。 

・ 地球温暖化問題と湖沼環境問題を統合的に議論することにより、両者の相互連関についての認識の向上が期

待される。 

学生、研究者、教育者、行政等の属性や国籍の違い、さらには世代の違い等、様々な差異を超えて各関係者が共

通の課題に向けて協働することで、当該分野における新たなパートナーシップの構築が期待される。 

 

助成1年目の実施内容 

平成20年度 世界学生湖沼会議を開催（H20.11.21-24 大津市）  

参加国G8諸国（アメリカ、イギリス、イタリア、カナダ、ドイツ、フランス、ロシア、日本） 

および中国、インドの計10ヶ国からの学生が参加。 

また、日本からは、滋賀県立大学、滋賀大学、立命館大学、龍谷大学、京都大学、および同志社大学の６校

の学生が参加。 

嘉田由紀子滋賀県知事も特別参加。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

平成21年5月  実施体制（国際湖沼環境委員会・世界学生湖沼会議等で構成）を整備 

平成21年11月 第１３回世界湖沼会議において特別セッションを開催 

平成21年12月 第１３回世界湖沼会議の特別セッションで議論した内容を踏まえ、滋賀県において国際ワーク

ショップを開催 

平成22年度 生物多様性条約第10回締約国会議（愛知県名古屋市）において、パートナーシップ事業等で、当

該活動の普及啓発事業を実施する。 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

 湖沼にゆかりのある各国の学生が会議の企画・運営に携わり、世界中の学生との議論の場である「世界学生湖

沼会議2008」を市民、企業、行政などの様々な関係者を巻き込んで開催することができた。また、新聞・テレビ

等のマスメディアで取り上げてもらえたことで、県内外に地球温暖化と湖沼環境との繋がりについて広く情報発

信することができた。さらに、海外の大学に会議への参加を呼びかけたことにより、海外の湖沼環境問題研究者

等に認知された結果、２０１０年には第二回世界学生湖沼会議をアメリカ・カリフォルニア大学デービス校で開

催できることになった。 

 

[反省・課題]  

 環境問題において、地球温暖化のみへの関心は高まっているが、淡水資源・湖沼環境にもどのような影響があ

るのかについてはあまり議論がされていない。特に将来に影響を受ける当事者であり次世代を担う若者どうしが

議論を行い、さらに議論を深めていく必要があると考える。そのためにも、当会議が継続開催できるよう、各国

の大学や関係機関との連携を深めていく必要がある。また、学生自身が環境教育の役割を果たしたことにより、

次のステップへ学生が自発的に継続参加していく効果が得られたと考えるが、学生湖沼会議のネーミングや広

報・宣伝における説明不足から、学生会議は学生だけが参加するものという印象を一般の方に与えたため、一般

市民の会議への参加が思ったより少なかったことが反省点としてあげられる。 

 

 [今後の展望] 

 研究者や環境問題に関心の高い方だけではなく、環境問題に関心の薄い一般の人々を今後どのように取り込ん

でいくかが重要であり、より幅広い層の市民を巻き込んだ活動を展開していく必要がある。 
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日本トイレ研究所 
 

活動名 トイレからのエコアクション推進活動 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 地球温暖化防止 

活動の背景 

トイレは、私たちに快適で清潔な排泄空間を提供してくれるが、その一方で、水、電気、紙を消費する空間でも

ある。「トイレからのエコアクション推進活動」とは、トイレ利用者とトイレ設置管理者が力をあわせ、快適なト

イレ環境を維持しながら、環境に与える負荷の軽減を促す活動である。トイレを通して、利用者と設置管理者の

双方がエコアクションの必要性を理解し、トイレ環境改善に取り組むことは、地球温暖化防止活動を効果的に普

及することであり、持続可能なライフスタイルを考えるキッカケづくりになる。 

活動概要 

家庭でのトイレットペーパー使用量や洗浄水使用量を記録し、現状を認識してもらうと同時に、節水や省資源に

向けた行動を促す。トイレ管理者に対しては、節水や省エネ、省資源に関する情報を提供し、地球温暖化防止に

向けてトイレ環境改善を促す。節水や省資源、マナーアップ等を啓発するステッカーを制作し、多くの人が目に

する公共トイレや商業施設のトイレに掲出する。 

期待される効果（目標と将来像） 

・ トイレ利用者とトイレ管理に対して、トイレでの資源の消費量を周知できる。 

・ トイレ利用者一人ひとりにエコアクションを促し、実践につなげていくことができる。 

・ トイレの環境改善に必要な技術情報やトイレでの取り組み事例を、トイレ管理者に提供することで、 

・ トイレでの環境対策を推進することができる。 

・ トイレの環境対策をトイレ利用者一人ひとりが参加でき、地球温暖化防止という課題をより分かりやすく、

かつ、多くの人を巻き込んで実施することができる。 

助成1年目の実施内容 

当初計画では、7 月までにステッカーの制作を行い、キャンペーン実施施設への配布を行う予定であったが、

広範囲においてキャンペーンを実施するには、ステッカーの内容やステッカーの掲出による効果を明確に伝える

ことが必要であったため、試験的に先行キャンペーンを実施、効果の信頼性を高めるため利用者カウンターを用

いて実施した。 

平成20年11月中旬から12月中旬にかけて先行キャンペーンを2施設（新宿高島屋、平塚ラスカ）において実

施した結果を基に、実施施設を募集。全国67団体、約1300か所のトイレブースにおいて実施することになった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンペーン掲出物（新宿高島屋、平塚ラスカ、ルミネ大宮） 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

＜６～８月＞ 

 「トイレに、愛を。」ステッカーデザイン、内容の検討やトイレットペーパー使用量および洗浄水量調査の内容

検討するためのワーキンググループ会合を実施。 

 

＜９～１２月＞ 

 公共トイレ等に掲出するステッカー（1500枚）を制作。公共トイレ等を所有する企業や自治体にステッカーの

掲出を依頼。ステッカーを掲出してくれるトイレの情報を把握し、利用者に情報提供するための仕組みをウェブ

サイトの制作。 

 また、トイレットペーパー使用量等の調査は、当研究所の関係者を中心に100 家庭程度に調査依頼を行い、ト

イレットペーパー使用量および洗浄水量調査を実施。その他、トイレの最新の節水器具や省エネ設備等に関する

情報収集、利用者にトイレ情報を提供するための仕組みを構築する予定。（ウェブサイト） 

 

＜１２～３月＞ 

 ステッカー掲出団体にアンケート調査を実施し、その効果を把握する。活動結果のとりまとめ及びトイレ研究

会の開催を予定。 

 

＜活動３年目＞ 

 トイレ環境対策技術の把握、学校でのトイレエコアクションの実施。公共トイレ等へのステッカーの掲出を拡

充（5000ブース（約500施設））を目標としている。 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

 

[自己評価]  

 今回の活動は、新聞報道やラジオ、Web 等に多く取り上げられたことも重なり、当初予定をしていたトイレ数

（全国1000ブース）を大きく上回る約1300のトイレブースにおいて実施をすることができた。特に検索ポータ

ルであるYahooのトップページにおいて、新着記事として取り上げられた点については、効果的であった。 

また、キャンペーンを実施した施設の中には、トイレットペーパーの使用量が約10～20％削減ができた事例も

あった。トイレオーナーからの評価は全体的に好評で、施設管理側だけでなく、お客様と共に行う活動であった

点が、とくに高い評価を得られたと考えられる。 

 

[反省・課題]  

 トイレ利用者数という数量的な把握の難しい中、2 つの方式による利用者カウントを試みた。一つ目の「トイ

レエリアへの通過者数」を計測する方法においては、トイレそのものの利用者だけでなく、手洗いや化粧直しの

ための利用者もカウントしてしまうため、得られた数値について誤差が出てしまったものと思われる。もう一方

の、「トイレ個室扉の開閉回数」を計測する方法においては、計測器へのイタズラ行為がない限り信頼性の高い情

報を収集できるため、実際の利用者に近い数値が得られたと考えられる。 

[今後の展望]  

今後は、利用者数の把握が比較的容易にできる事務所や家庭なども実施対象として広げることで、キャンペー

ン実施効果の信頼性を高めることが可能になると考えられる。また、効果の検証方法も検討しながら、活動の拡

大を行っていきたい。   
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